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１．はじめに

国総研ではこれまで、日本の港湾基準を対象国に

そのまま移築するのではなく、当該国が置かれた状

況や各種制約条件を踏まえた形での基準策定支援を

行ってきた。この手法は日本の港湾基準をベースと

しつつ、当該国の状況に応じてきめ細かく適用手法

を検討するものであることから、港湾基準の「カス

タムメイド」手法と称している1)～4)。なお、日本の基

準・制度等のソフトインフラをアジア諸国等の開発

途上国に移築することは、日本のインフラ輸出に対

する支援として、有効な方策であると考えられる。

その具体的な取組みとして、ベトナムの国家港湾

基準（設計、施工、維持管理）を日越両国で共同策

定する活動を 年頃から行っている。これまでに

港湾に関連する つのベトナム国家技術基準（ ）

が発行されており、主要分野の策定は概ね完了して

いる。（詳細は巻頭クローズアップ参照。）

一方で、今後はカスタムメイド手法で策定された

技術基準のベトナム国内での普及支援が重要となる。

その一つの方策が、実務設計の円滑な実施に資する

設計事例の作成であると考える。以下では、防波堤

基準（ 案。以下（案）とする。）を例とした検

討状況について報告する。

．防波堤基準 案 の特徴

防波堤基準を策定するためのカスタムメイド手法

の検討段階において、日本の港湾基準（海外では

“OCDI”と称されている）に基づく内容を示すとと

もに、ベトナムにおいて適用実績の多い現地の既往

基準（以下、ベトナム基準とする。）も記載するこ

とが必要との議論があった。このため、防波堤基準

（案）では「 に基づく設計法（ 章）」と

「 に基づく設計法（ 章）」が併記されてお
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り、設計者の判断でいずれかの設計手法を選択でき

る点が大きな特徴である。

ただし、両国の設計法の違いによる設計断面の差

異は、基準（案）策定段階では十分議論されておら

ず、比較設計の必要性が日越間で認識されている。

．防波堤の設計事例

本検討ではベトナム国内での設計事例が多い、図

に示す傾斜堤を対象とすることとした。ここで、

異なる基準を用いる際の構造物の比較設計に際して

は、その前提条件の整理が重要である。これは得ら

れる設計断面が、設計法や性能照査式の違い、作用

の設定手法の違いなどの種々の要因によって当然変

化するためである。そのため、設計断面に差異を生

じさせる要因の分析の際には、着目したい差異以外

の条件を極力揃える必要がある。

このため本検討においては、特に両設計法の違い

に起因する整理を行うため、波浪や潮位などの作用

条件や、断面諸元を最適に設計するための初期断面

の条件を統一した上で比較設計を行うこととした。

その際の設計条件を表に示す。以下では、有義波高

、潮位 、 、波の周期Tの設計条件

を統一した場合の、傾斜堤におけるブロック質量の

比較結果を紹介する。

ブロック重量の所要質量 の算定には、両者と

もに 値によるハドソン式（式 ）が用いられる。
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ここで、ρはコンクリートブロックの密度 、

ρは海水の密度 、αは斜面が水平面と成す角

[°]を表す。ただし、式中の波高 については、

「 に基づく設計法（ 章）」の場合は有義波

高 を用いるのに対して、「 に基づく設

計法（ 章）」では、有義波高 に を乗じた

波高 を用いる。そのため、使用する波高 の違い

に起因して、所要ブロック質量に差異が生じる。

波高 に対するブロックの所要質量 の関係を、

（式 ）に基づいて描いたものを図 に示す。なお、

所要質量の算定にあたって、ハドソン式に入力する

その他のパラメータは、図 の参考断面で使用され

た数値（ρ 、ρ 、 、cotα=4/3）

に固定している。

ハドソン式（式 ）においては、ブロックの所要質

量 は波高 の 乗に比例するため、設計に用い

る波高 が大きいほど、両者のブロックの所要質量

の差異は顕著になることが図からも確認できる。ま

たその差異は、防波堤の整備におけるブロック個数

や整備費用に影響を与えることから、設計の最適化

の観点の議論も引き続き検討が必要であると考える。

．おわりに

本稿では、傾斜堤のブロックの所要質量に特化し

た事例紹介に留まったが、この他にも基礎地盤に関

する照査式の違いに起因する設計断面の違い等、両

国間で議論すべき点は多い。

また、日越両者の設計法での設計結果の差異の明

確化は、実際の基準運用時における技術者の参考情

報となる他、日本の港湾基準についての改善点とし

ても、重要な示唆を与える可能性がある。ベトナム

での技術基準の「カスタムメイド」に関する取組み

を通じ、日本の港湾基準へのフィードバックを意識

した検討を引き続き実施する予定である。

☞詳細情報はこちら

～ 国総研資料 、 、 、

図-2 波高Hに対するブロック所要質量Mの関係

（ベトナム基準: H1/10、日本基準: H1/3を適用） 
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